
１． はじめに

北海道建設部では公共土木工事における，建設

工事のコスト縮減，安全・安心の確保，環境保全

やリサイクルの推進，地産地消による道内経済活

性化などのため，民間企業などで開発された有用

な技術情報を広く募集し，データベース化して活

用しています。収集した技術情報は，建設部内で

情報共有するほか，ホームページで広く一般にも

公開しています。

ここでは，この新技術情報提供システムの概要

を紹介します。

２． システムの概要

当システムの概要図を示します。

自自治治体体のの取取りり組組みみ

北海道の新技術情報提供システムの
取り組み
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北海道の新技術情報提供システム
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登録技術数（各年度末現在）

年度 登録技術数

平成１４ １，１６４
１５ １，１９９
１６ １，２４４
１７ １，２７７
１８ １，３０１

新技術情報提供システムのサーバーは，運用業

務の委託先で常に稼働しており，利用者からの登

録・更新や検索・閲覧を待ち受けています。

３． 新技術情報提供システムの
利用状況

当システムで一般に公開している登録技術数の

推移を示します。年間，おおむね３０件程度ずつ公

開登録技術数が増加しています。

新技術や新製品は，まずは多くの人に見ていた

だき，知ってもらう機会を作ることが重要です。

当システムの画面
URL http : //www2.hoctec.or.jp/Newtec/Main/index.htm
システムの利用に関する要領に同意の上ご利用願います。
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近年のアクセス数

年度 アクセス数

平成１６ ９，３３２
１７ ８，２０６
１８ １３，４０１

建設部における新技術活用件数

年度 活用技術数 活用工事件数

平成１５ ２４ ５４
１６ ２６ ３７
１７ １８ ２７
１８ ２４ ８２

近年の当システムへのアクセス数を示します。

これは，インターネット上からのアクセス数であ

り，建設部内部の専用回線によるアクセスは含ん

でおりません。毎年度１万件ほどのアクセスがあ

り，多くの方々に閲覧していただいていることが

分かります。

新技術活用の状況として，建設部における新技

術の活用件数を示します。道建設部の土木工事の

全体工事件数は小さなものも含めて，年間５千件

ほどありますので，平成１８年度はおよそ１．６％の

工事で新技術が活用されたことになります。

４． 技術情報の登録・更新

技術情報の登録は，登録者の方が自ら行うシス

テムとなっており，ホームページ上の様式に記入

し，必要に応じて画像やデータファイルをアップ

ロードしていただきます。

また，登録・更新作業の途中で，いったん登録

者のパソコンに保存していただき，後で作業を継

続していただくといったこともできます。

登録していただく項目は，技術の名称，問い合

わせ先，技術の内容，施工実績，価格に関するこ

となど，一般的な内容です。

また，検索・閲覧が便利に行えるように，登録

の際，土工・橋梁等々といった一般的な工種分類

のほか，道産資材・間伐材・リサイクルといった

分類をもうけており，登録・更新の際に該当する

項目にマークを付けていただいています。登録デ

ータに「道産資材」などといった，北海道独自の

分類項目を設定することができるのは，独自にシ

ステムを運用していることのメリットです。

登録・更新していただいた技術情報に関する内

容確認は，明らかな誤りや他者を中傷するような

記述はないかといった，インターネット上の一般

的な注意事項について行った上で一般公開してい

ます。

５． 登録対象とする新技術

当システムでは，新技術ということについて明

確な定義をしておりません。強いて言えば，「ま

だ一般的に広く使われるようになっていない技

術」ということであり，開発の時期の制限などは

ありません。また，「新技術」という言葉を使っ

ていますが，「新製品」も含まれます。さらに，

登録者についての制限もありません。道内外を問

わずどなたにも登録していただけます。

このように登録対象を幅広く考えております。

６． 登録技術の採用検討

当システムは，技術情報のデータベースといっ

たもので，いわばインターネット上の技術カタロ

グ集です。各技術に対するフィールド提供や，道

としての評価を行うといったことはしていませ

ん。

設計積算部署の担当職員が閲覧し，現場のニー

ズに対応する技術があれば採用の検討を行うこと

になります。また，当システムを閲覧した設計コ

ンサルタントの方から提案され，採用検討の対象

となることも考えられます。

採用検討は，個別の現場ごとに詳細に行われる

ことになります。
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７． 開発の経緯

当システム開発の経緯を示します。

平成１０年度：開発に着手

平成１１年度：システム開発および技術の収集

平成１２年度：建設部内で運用開始

平成１４年度：インターネットで一般公開を開始

平成１６年度：サーバーの運用を外部に委託（現

在の運用形態に至る）

システム開発に至った主な動機は，新技術の活

用による建設コストの縮減です。

国において，平成９年１月に公共工事コスト縮

減対策関係閣僚会議が設置され，同年４月に「公

共工事コスト縮減対策に関する行動指針」およ

び，コスト縮減の具体的施策に取り組む「行動計

画」が策定されました。このような流れにあっ

て，建設コストの縮減には新技術の活用が必要で

あり，そのためには技術情報の収集を行い，設計

積算部署において情報を共有する必要があること

から，当システムを構築することとなったもので

す。

平成１０年度から１１年度にかけてシステム開発を

行い，さらに１１年度には技術情報を収集し試験運

用を行い，１２年度から建設部内で運用を開始しま

した。

平成１４年度には，新技術活用の機会が増えるよ

う，当システムに登録されている技術情報を一般

にも公開し，公共土木事業にかかわる方々をはじ

め，多くの方々に知っていただいています。ま

た，広く PRされることは，技術情報を当システ

ムに登録することのインセンティブにもなってい

ます。

平成１６年度には，それまで当課に設置していた

サーバーの更新時期であったこともあり，サーバ

ーを含め運用を外部に委託しました。当システム

は現在，建設部内専用回線とインターネットの両

方からのアクセスに対して安全かつ円滑に稼働し

ています。

８． むすび

新技術は，技術開発者の多大の努力によって，

多様化・高度化するニーズに対応すべく開発され

たものであり，活用しないのはもったいないので

す。しかし，新技術はその存在が知られていない

ことが多いものです。

当新技術情報提供システムにより，北海道の土

木工事において新技術の活用が図られることはも

とより，当システムが有用な技術情報を広く PR

することの一助になればと思っています。

４４ 建設マネジメント技術 2007年 7月号




